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講 演 項 目

1．再生可能エネルギー導入の動き

２．進展する海外の洋上風力発電

３．国内における洋上風力発電導入促進
に向けて

～再エネ海域利用法の運用について～
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地球の温度上昇とCO2濃度

気温変化1990-2000年を
ベースとした気温変化）

大気中のCO2濃度

人間が排出したCO2

http://c1cleantechnicacom.wpengine.netdna-cdn.com/files/2016/02/correlation-co2-temperature-graph.jpg
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世界の自然災害地図 2017 730件の災害発生

重大な20件の事象 全体
の損害額と死者数が基準

地球変動事象：地震、津波、火山活動
気象事象:熱帯暴風雨、亜熱帯嵐、台風、嵐
水文事象：洪水、集中豪雨
気候事象：極度気温上昇、干ばつ、山火事

１８年の
漢字は「災」



中国 28.1%

アメリカ 15.5%

ドイツ 2.3%

イギリス 1.2%イタリア 1.0%フランス 0.5%

インド 6.4%

ロシア 4.5%

日本 3.5%

韓国 1.5%

イラン 1.7%

カナダ 1.7%

サウジアラビア 1.6%

ブラジル 1.4%

メキシコ 1.4%

インドネシア 1.4%

南アフリカ 1.3%

オーストラリア
1.2%

その他 18.5%

世界のエネルギー起源CO2排出量

世界のCO2
排出量

323億トン
（2015年）

（EU15ヵ国 7.9％）



温暖化防止には再生エネ導入拡大が必須

温暖化を2度以下に収めるには、CO2排出
の70～40％削減が必要。これには発電
（エネルギー転換部門）だけでは足りない。

次は運輸部門の脱炭素化（電気自動車化、
鉄道への転換）も必要になる。

その次は産業部門の大口（製鉄とセメント）
での対策になるが製法（化学）的に難しい。

製鉄やセメント製造の脱炭素化のコストは、
再生可能エネルギーや電気自動車への
転換コストよりも、はるかに大きい。

↓
安価に対策可能な発電でCO2を排出する
のは 費用対効果を考えると馬鹿げている。

製鉄
・コークスの乾溜、高炉での製鉄、
鋳鉄の精錬（脱炭）、の各段階で大量の
エネルギー消費（炭酸ガス排出）する。

セメント製造
・石灰石（CaCO3）を焼成して中間材料の
クリンカー（CaCO他）を製造する際に、
化学反応で大量にCO2が出る。

内、製鉄が13%、
セメントが4%

出典： 4-4 日本の部門別二酸化炭素排出量(2015年度) JCCCA
http://www.jccca.org/chart/chart04_04.html

もしガソリン車が
全て電気自動車
に置換ったら、
電力需要は
役1.4倍になる。
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ドイツ

スペイン

フランス

イギリス

日本

50%以上（2030年）

40%（2020年）

40%（2030年）

31%（2020年）

22-24%（2030年）

27.6%（2014年）

40.3%（2014年）

16.9%（2014年）

20.3%（2014年）

14.6%（2015年）

実績 目標

主要国の再エネの発電比率の実績と目標

日本の目標値は、主要国に比べて低い



 ２０３０年度のエネルギーミックス（再エネ22－24％）を目指し、
最大限の導入に取り組む。

10わが国の2030年のエネルギーミックス

２０３０年度

ベースロード比率
：５６％程度

水力 8.8
～9.2％程度

風力 1.7％程度

地熱 1.０
～1.１％程度

太陽光
7.0％程度

ﾊﾞｲｵﾏｽ
3.７～4.６％程度

１０，６５０億kWh（電力需要＋送配電ロス等）

＜電源構成＞

２０１０年度

原子力 ２５％

再エネ １０％

２０１３年度

火力全体：８７％
ＬＮＧ ４０％
石油 １６％
石炭 ３１％

再エネ １２％
原子力 １％

原子力
２２～２０％程度

火力全体：５６％程度
ＬＮＧ ２７％程度
石油 ３％程度
石炭 ２６％程度

再エネ
２２～２４％程度

火力全体：６５％
ＬＮＧ ２９％
石油 １０％
石炭 ２６％



「エネルギーミックス」は既に破綻

• 既存電源設備の合計は約300GW
• 昭和に建設された火力発電・原発は

間もなく寿命（30～60年）が来る。

↓
2030年までに数十GWの新規電源（老朽更新）必要。

そこで2015年に 「エネルギーミックス」 を想定したが

• 原子力は再稼働が進まず、新設もできない

• 石炭火力の19基・15GWの新設計画は中止に

• 水力、太陽光、地熱、バイオマスの積み増しは困難

日本に残された解決策は、

天然ガス火力発電所の新設と洋上風力発電の大
規模開発 しかない。
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世界の風力発電導入実績
世界で 35万台・600GW の風車が稼働し、世界の電力の4%強を供給



各国の風力発電導入量の推移
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日本 (19位)

インド (5位)

米国 (2位)

中国 (1位)

ドイツ (3位)

スペイン (4位)

出典 （GWEC, Global Wind Statistics (暦年版)を基に作成）
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各国の風力発電導入率

・Wind power supplies 
electricity demand in 2016 ; 

- 4% in the world
- 10.4% in Europe
- 5.6% in the USA
- 4% in China
- 0.5% in Japan

11 nations exceed 10%

3 nations exceed 20%



TSC  Renewable Energy Unit
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発電コストの推移 （海外）
 1980年以降、風力発電機の技術進展（大型化、高効率化等）及び市場の拡大

に伴うコスト削減効果（量産効果、サプライチェーンの最適化、事業効率改善等
）等により、風力発電の発電コストは1/8（日本円で約10円程度）まで低減。

約9.8円/kWh

出典：The future cost of onshore wind（ Bloomberg New Energy Finance, 2015）、 IEA Wind Task 26 “The Past and Future Cost of Wind 
Energy(IEA, 2012)、総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会（第２９回）（経済産業省、2008年）、FIT年報データを基にNEDO技術戦略研作成

発電コストの経年推移（世界）

17m
75kw

30m
300kw

50m
750kw

70m
1,500kw

100m
3,000kw

80m
1,800kw

上段：ローター直径
下段：設備容量

凡例

約15.9円/kWh
（FY27FIT価格想定）

日本

約80円/kWh
(134円/ユーロ換算)

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【METIコメント】サプライチェーンの最適化としては、具体的にどのような事象が生じたのでしょうか？
【NEDO回答】工場を立地環境のいい他国に設置したり、ナセル、ブレード等をそれぞれ別々の工場で大量生産することなどによる生産体制の構築等を指しています。
ベスタスの例では、現在欧州に14か所（デンマーク、ドイツ、イタリア、スペイン）、アジアで5か所（中国、シンガポール）、米州地域で5か所（米国、ブラジル）の生産拠点があります。
また、これらはナセル生産、ブレード生産、部品生産毎に工場が分けられており、グローバルにサプライチェーンを構築し、生産の効率化が進められています。





国内の風力発電導入実績
2017年度末 推定累積導入量
3,399MW 2,245基 453発電所

低迷！
大臣認定制度
RPS法廃止~固定価格買取制度移行
環境アセス
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ポルトガル最西端ロカ岬の碑文
～此処に陸終わり、海始まる～

”令和元年”は ”洋上風力元年”に！



英国の最近の洋上風力発電所

英国アイルランド海の
West of Duddon Sands wind farm
2014年10月運開
シーメンス SWT-3.6MW×108台









ＳＥＰ船による洋上風車設置状況



入札時期 国 サイト名 規模 価格

2015. 2 デンマーク Horns Reef 3 
(Vattenfall) 406 MW 104 EUR/MWh

2016.2 オランダ Borssele 1+2
(DONG) 350MW × 2 72.7 EUR/MWh

2016.9 デンマーク Danish Nearshore
(Vattenfall) 350MW 63.7 EUR/MWh

2016.11 デンマーク Kriegers Flak
(Vattenfall) 600MW 49.9 EUR/MWh

2016.12 オランダ
Borssele 3+4

(Shell, Van Oord, 
Eneco, 三菱商事)

350MW × 2 54.5 EUR/MWh

2017.4

ドイツ Gode Wind III
（DONG） 110MW 60.0 EUR/MWh

ドイツ
Borkum Riffgrund

West II + OWP West
(DONG)

240MW +
240MW

市場価格
（補助金ゼロ）

ドイツ He Dreiht
(EnBW) 900MW 市場価格

（補助金ゼロ）

（出典）MHI Vestas社調査

近年、欧州では、洋上風力発電の入札価格が急激に低下している

洋上風力発電の価格低下



海外の洋上風力拠点港の事例

英国北ウェールズのモスティン港
（Port of Mostyn, North Wales,UK）

ブレーマーハーフェン港における
風力発電関連企業の集積状況 (2012年)

26

写真：入れ替え追加

クックスハーフェン港



欧州における洋上風力開発の傾向



欧州における洋上風力導入量見通し
 陸上風力発電は2020 年頃に年間導入量は頭打ちとなる
 洋上風力発電は2030 年まで年間導入量は拡大している。2020 年代の

前半にも洋上風力発電の年間投資額が陸上風力発電投資額を超える見通し

（出典）EWEA「Pure Power wind energy target for 2020 and 2030」（2011 年）
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洋上風力発電の種類

着床式 浮体式

適用海域：水深50～60m以浅 適用海域：水深50～100m程度

出典：NEDO
出典：経済産業省

ハイブリッドスパー型コンパクトセミサブ型 アドバンストスパー型V字型セミサブ型

環境省
経済産業省、ＮＥＤＯ、民間

適用海域：水深100～200m程度



洋上風力発電における技術開発の動向
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日本の洋上風力発電の開発状況

響灘【着底式）
2013
日本製鋼所 2MW

五島（浮体式）
2012 富士重工100kW
2013 日立 2MW

銚子【着底式）
2013 三菱重工2.4MW

福島（浮体式）
2013 日立 2MW, 
パワーステーション
2015 三菱重工7MW



福島復興・浮体式洋上ウィンドファーム実証研究
事業

福島県沖浮体式風車実証研究



日本の再生可能エネルギーポテンシャル

太陽光

風力（陸上）

風力（洋上）

中小水力

バイオマス

地熱発電

単位（百万kW ）

150

300

1,600

14
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14

合 計

原子力発電

211,600万ｋW

4,820万kW（2011年3月時点）

（環境省による2011－4）



わが国における洋上風力賦存量

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

0-10km 20-30km

0-20m
20-50m
50-200m

10-20km
離岸距離

水深着床式洋上風力発電の適応限界
水深と考えられる50mまでの賦存
量は約2億1000万kW、設置可能
海域内 の 5%が利用可能とした場
合，1000万kWの設備容量

浮体式洋上風力発電が実用化さ
れれば，水深200mまで設置可能
海域の賦存量は約12億kWとなり、
利用可能率を4%とした場合，4800
万kW の設備容量

風速7m/s以上，離岸距離30km，水深200m

水深50-200mの範囲の賦存量は水深50m

までの洋上風力発電賦存量は，約12億kW

までの賦存量の4倍以上

NEDOによる洋上風力賦存量評価

洋上風力発電の開発可能性



日本を救う洋上風力発電



日本を救う洋上風力発電





再エネ海域利用法の手続の流れ

39
出典：経産省・洋上風力促進ワーキンググループ 国交省・洋上風力促進小委員会合同会議‐中間整理（2019年4月）



再エネ海域利用法：まず海域（促進区域）を決める

40
出典：経産省・洋上風力促進ワーキンググループ 国交省・洋上風力促進小委員会合同会議‐中間整理（2019年4月）



再エネ海域利用法：次に入札で事業者を決める

41
出典：経産省・洋上風力促進ワーキンググループ 国交省・洋上風力促進小委員会合同会議‐中間整理（2019年4月）



再エネ海域利用法の有望な 11海域

42出典：資源エネルギー庁調達価格等算定委員会配布資料 (2019年9月24日)



開発中の洋上風力計画；約１３ＧＷ

43出典：資源エネルギー庁調達価格等算定委員会配布資料 (2019年9月24日)



 再エネ海域利用法第８条第１項では、促進区域の指定基準として、以下のとおり、第１号から第６号まで
の基準が定められている。

 促進区域の指定に当たっては、第１号から第６号までの基準を総合的に判断し、洋上風力発電に適した区
域を選定していくこととなる。

促進区域の指定① ～指定基準の概要～

○促進区域の指定基準（再エネ海域利用法 第８条第１項）
第１号 自然的条件と出力の量

 気象、海象その他の自然的条件が適当であり、海洋再生可能エネルギー発電設備の出力の量が相当程度に達
すると見込まれること。

第２号 航路等への影響
 当該区域及びその周辺における航路及び港湾の利用、保全及び管理に支障を及ぼすことなく、海洋再生可能エネ
ルギー発電設備を適切に配置することが可能であること。

第３号 港湾との一体的な利用
 海洋再生可能エネルギー発電設備の設置及び維持管理に必要な人員及び物資の輸送に関し当該区域と当該区
域外の港湾とを一体的に利用することが可能であること。

第４号 系統の確保
 海洋再生可能エネルギー発電設備と電気事業者が維持し、及び運用する電線路との電気的な接続が適切に確保
されることが見込まれること。

第５号 漁業への支障
 海洋再生可能エネルギー発電事業の実施により、漁業に支障を及ぼさないことが見込まれること。

第６号 ほかの法律における海域及び水域との重複
 漁港漁場整備法により市町村長、都道府県知事若しくは農林水産大臣が指定した漁港の区域、港湾法に規定す
る港湾区域、海岸法により指定された海岸保全区域等と重複しないこと。



各電力管内の風力発電連系可能量





風力発電のための送電網整備実証事業
(北海道北部風力送電(株）の事業概要）



日本における風力発電の導入拡大に向けて
JWPA WindVision：2030年に36GW（洋上は10GW）

• エネルギー基本計画を踏まえ長期エネルギー需給見通しにおいて示された、我が
国風力発電の導入見通し2030年1,000万kWは2020年以降早期に達成見込み
（※2015年末導入量303.8万kW ＋ 環境アセス中案件（2016年1月末時点）706.5万kW ＝ 1,000万kW超）

• 引き続き、次の段階である2030年3,620万kWの導入達成に向けて業界を挙げて
全力で取り組んでいく
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風力発電導入ロードマップ：ビジョン

浮体式風力

着床式風力

陸上風力

実績 年度 合計 陸上 着床 浮体 ［億kWh］

2010 248 245 3 0 43

2020 1,090 1,020 60 10 230

2030 3,620 2,660 580 380 840

2040 6,590 3,800 1,500 1,290 1,620

2050 7,500 3,800 1,900 1,800 1,880

風力発電導入実績と
導入目標値［万kW］

発電
電力
量

2015年度末：303.8万kW

アセス案件追加：約1,010万kW

国の風力発電導入見通し：1,000万kW
（長期エネルギー需給見通し）



欧州と日本の違いを認め

風力を日本の主力電源に！
○ 欧州
オイルショック、酸性雨、チェルノブイリの経験から、

エネルギー安全保障と環境維持のためにはコスト負担

を厭わない国民合意あり。

「エネルギー自立」と「環境保護」という大目的をEU指令

で定め、風力の長期導入目標を設定。

各国は、自国に合った整合性のある政策支援を 長期間

にわたって維持。

○ 日本
明確な国民的合意が無い。

野心的な導入目標が無い。

政策に整合性と一貫性が無い。
→これらの課題を解決すれば、（洋上）風力発電は日本の

”主力電源“となりうる。



温暖化防止には、再生可能エネルギー、中でも洋上風
力発電の活用が鍵になる。日本でも導入促進の必要性
とポテンシャルは十分にある。

 洋上風力発電では、調査～機器製造～拠点港（組立等）～輸送～
設置工事～運営～撤去まで、様々な関連ビジネスがあり、持続
的・大量の導入が実現すれば、経済効果は大きい。

2019年4月に再エネ海域利用法が施行された。7月30日
には有望な区域も発表され、2020年には事業者選定の
入札が見込まれ、導入促進の環境は整いつつある。

国内で13GW以上の開発計画があり、実現すれば、港

湾施設の整備や関連産業の育成・誘致による長期にわ
たる地域振興が期待できる。

ま と め
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